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平成25年度収入支出決算概要表 　日頃は、健保組合運営にご理解、ご協力いただきありがとう
ございます。
　7月 23 日に開催された組合会において可決・承認された、
当健保組合の平成 25年度決算は、3億円の赤字を見込んだ予
算に対して、左表のとおり経常収支で2億 5千万円の黒字で終
えることができました。
　繰越金等を含む収支残金 13億円は、ほぼ全額を収支不足の
充当や保険料率変動に備える別途積立金に積立て年度末残高37
億円を、また法定準備金として23億円を保有します。
　主な収支内訳は、保険料収入111億 5千万円、医療費等の保
険給付費49億円、高齢者医療への納付金等56億円、健診補助
等の保健事業費3億円であり、黒字の要因は保険給付費が予算
比4億 8千万円、前年度比1億 7千万円減少したことでした。
　医療費は感染症の流行などにも左右されますが、日頃の健康
管理、健診チェック、早期診療等により管理・抑制が図れる費
用です。前年度比約7千万円増えた人間ドック等の健診補助を
含む保健事業費の利用拡充により、健保組合、各加入会社とと
もに、みなさんの健康づくり支援に取組み、健康維持と医療費
抑制の一助になりたいと考えています。
　一方、高齢者の医療費にあてられた納付金については、前年
度比 4億 3千万円増え 55億 9千万円となり、保険料収入に対
し５割を超え、非常に重い負担となっています。
　平成27年度までにいわゆる団塊の世代のほとんどが65歳以
上になります。長寿化や医療の高度化も相まって、現役世代の
負担、とりわけ私たちのように勤労者（サラリーマン）で構成
される健康保険組合に対する費用負担の過重な偏りが強まり、
全国の健保組合の財政悪化の大きな要因となっています。
　国会や地方自治体では「税と社会保障の一体改革」の具体化
が来年度に向け議論されており、報道でも健康保険制度の在り
方が頻繁に取り上げられています。
　当健保組合の平成 25年度決算は、みなさんの健康維持への
関心の高さにより、幸いにも黒字で終えることができましたが、
健保組合を取り巻く情勢の厳しさは高まっています。
　みなさんには今後も引き続き医療費の節減へのご協力をお願
いいたします。
　なお、介護保険は40歳〜 64歳の方に納めていただいた介護
保険料を納付金として国に納めます。平成 25年度単年度収支
はおおむね均衡で、残金約１億円を翌年度に繰り越しました。

■収入
科目 決算額（百万円）

保険料 11,152
国庫補助金・雑収入等 17
経常収入合計 11,169

調整保険料収入 227
繰越金 976
財政調整事業交付金等 69

収入合計 12,442

■収入
科目 決算額（百万円）

介護保険収入 1,109
繰越金・他 64

合計 1,173

■支出
科目 決算額（百万円）

介護納付金 1,069
合計 1,069

■支出
科目 決算額（百万円）

事務費 91
保険給付費 4,915
納付金 5,591
保健事業費 318
連合会費等 3
経常支出合計 10,918

財政調整事業拠出金 226
補助金等返還金等 5

支出合計 11,148

経常収支差引額 252

※四捨五入のため、一部合計の合わない箇所があります。
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組合会議員　平成26年7月18日現在

平成25年度決算がまとまりました
■当健保組合における納付金と保険給付費の保険料に占める割合の推移■当健保組合の現況■

平成26年3月末現在

◦事業所数� 28 社

◦被保険者数� 男 11,058 人
� 女 10,224 人
� 計 21,282 人

◦被扶養者数� 計 17,392 人

◦保険料率
　健康保険 7.5%� 事  業  主　 4.8%
� 被保険者　2.7%
　介護保険 1.15%� 事  業  主 0.575%
� 被保険者 0.575%

　8月から実施している検認（被扶養者資格確認）にご協力いただき、深く感謝申し上げます。
　検認にかかわらず、被扶養者の生計関係、収入増減、健康保険加入状況にご注意いただき、被扶養者
資格を満たさない場合は速やかに喪失手続きを行ってください。手続きが遅れますと、資格喪失後に誤
使用された場合の医療費をご返還いただくほか、正確に届出をされている方との不公平が生じ、健保組
合が負担する国への納付金にも影響します。

　カード型の被保険者証は携帯性に優れ、いざというときにすぐに医療機関にかかれるメリットがあり
ますが、財布と一緒に盗難にあわれたり、紛失のご連絡も多くいただきます。
　保険証カードはキャッシュカード、クレジットカード等と異なり、紛失や盗難にあった際に利用を停
止することはできません。速やかに警察に届け出るとともに、事業主を経由して保険証再交付手続きを
行ってください（任意継続被保険者は当健保組合が直接手続きをします）。

被保険者証（保険証カード）の管理にご注意ください

検認（被扶養者資格確認）ご協力のお礼とお願い

（敬称略）

氏名等はお配りした「Sawayaka」でご覧ください。


